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に掲載することにより株主のみなさまに提供しております。
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連結注記表
１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
(1) 連結の範囲に関する事項
①　連結子会社の状況
・連結子会社の数 33社及び１任意組合
・主要な連結子会社の名称 SQUARE ENIX OF AMERICA HOLDINGS,INC.

　 SQUARE ENIX OF EUROPE HOLDINGS LTD.
　 ㈱スクウェア・エニックス
　 ㈱タイトー
　 ㈱スマイルラボ
　 SQUARE ENIX,INC.
　 SQUARE ENIX LTD.
　 SQUARE ENIX(China)CO.,LTD.
　 CRYSTAL DYNAMICS INC.
　 EIDOS INTERACTIVE CORP.
　 IO INTERACTIVE A/S

(注) 北京泰信文化娯楽有限公司は、当連結会計年度において重要性
が低下したため、連結の範囲から除外しております。

　
②　非連結子会社の状況
・主要な非連結子会社の名称 ㈱ヒッポスラボ

　 ㈱スクウェア・エニックスモバイルスタジオ
　 ㈱スクウェア・エニックス・ビジネスサポート

・連結の範囲から除いた理由 非連結子会社はいずれも小規模であり、合計の総資産、売上
高、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に
見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼ
していないためであります。

　
(2) 持分法の適用に関する事項
①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況
・持分法適用の非連結子会社及び関連会社はありません。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況
・主要な会社等の名称 ㈱ヒッポスラボ

　 ㈱スクウェア・エニックスモバイルスタジオ
　 ㈱スクウェア・エニックス・ビジネスサポート

・持分法を適用しない理由 各社の当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分
に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計
算書類に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体としても重要性
がないためであります。
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(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項
　連結子会社のうち、SQUARE ENIX(China)CO.,LTD.、北京易通幻龍網絡科技有限公司、SQUARE
PICTURES,INC.及びFF・フィルム・パートナーズ（任意組合）の決算日は12月末日であります。
　連結計算書類の作成に当たっては、12月末日の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた
重要な取引については連結上必要な調整を行っております。
　なお、連結子会社のうち、SQUARE ENIX WEBSTAR NETWORK TECHNOLOGY(BEIJING)CO.,LTD.の決算
日は12月末日ですが、連結計算書類の作成に当たって、同社については、決算日現在で実施した
仮決算に基づく計算書類を使用しております。

　
(4) 会計処理基準に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法
イ．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
・時価のあるもの 連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により
算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法
ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

評価基準は原価法（収益性の低下による簿価切り下げの方法）によっております。
・商品及び製品 月別総平均法による原価法

なお、連結子会社は主として移動平均法による原価法
但し、アミューズメント機器は、個別法による原価法

・コンテンツ制作勘定 個別法による原価法
・原材料、仕掛品 移動平均法による原価法
・貯蔵品 最終仕入原価法

　 　
②　固定資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産
（リース資産を除く）

当社及び国内連結子会社は定率法を採用しております。ただ
し、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備は
除く）及び海外連結子会社は定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　　　３～65年
工具器具備品　　　　　　２～20年
アミューズメント機器　　３～５年

ロ．無形固定資産
（リース資産を除く）

定額法を採用しております。
自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用
可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース
取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ
ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸

倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金 当社及び一部連結子会社は、従業員に対する賞与の支給に充
てるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を計上し
ております。

ハ．返品調整引当金 一部連結子会社は、出版物の返品による損失に備えるため、
当連結会計年度以前の実績に基づき必要額を計上しておりま
す。また、ゲームソフトの返品等による損失に備えるため、
タイトル毎に将来の返品等の可能性を勘案して、損失の見込
額を計上しております。

ニ．店舗閉鎖損失引当金 一部連結子会社は、閉鎖を決定した店舗等の、今後発生する
と見込まれる損失について、合理的に見積もられる金額を計
上しております。

ホ．退職給付引当金 当社及び一部連結子会社は、従業員及び執行役員の退職給付
に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び
年金資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の
差異は、発生の翌連結会計年度に一括費用処理することとし
ております。また一部の連結子会社は、各連結会計年度の発
生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５
年）による定額法により、それぞれの発生年度の翌年から費
用処理することとしております。過去勤務債務は、その発生
時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年又は
５年）による按分額を費用処理しております。

へ．役員退職引当金 当社及び一部連結子会社は、役員の退職慰労金の支給に備え
るため、内規に基づく当連結会計年度末要支給額を計上して
おります。

　 　
④　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
イ．消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっておりま

す。
ロ．重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円
貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。なお、
在外子会社等の資産及び負債は、連結決算日の直物為替相場
により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円
貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘
定及び少数株主持分に含めて計上しております。
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２．表示方法の変更に関する注記

（連結損益計算書）

前連結会計年度において、「営業外費用」の「雑損失」に含めておりました「支払手数料」は、
営業外費用の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記することとしました。
なお、前連結会計年度の「支払手数料」は44百万円であります。
　
前連結会計年度において、独立掲記しておりました「特別損失」の「災害による損失」（当連

結会計年度は、47百万円）は、特別損失の総額の100分10以下であり重要性が低くなったため、当
連結会計年度においては「その他」に含めて表示しております。

　
３．会計上の見積りの変更に関する注記　

資産除去債務の見積額の変更
当社及び一部の連結子会社は、本社及び本社周辺事業所を翌連結会計年度に移転することを、

当連結会計年度において決定いたしました。これにより、当該物件の不動産賃借契約に伴う原状
回復義務として計上していた資産除去債務について、より精緻な見積もりが可能になったため、
見積額の変更を行っております。
この変更により、従来に比べて、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期

純利益はそれぞれ508百万円増加しております。
　　
４．連結貸借対照表に関する注記

有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　　　　　38,795百万円
　
５．連結株主資本等変動計算書に関する注記
(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普通株式 115,370千株   －千株 －千株 115,370千株

　
(2) 剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等
イ．平成23年５月18日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 2,301百万円
・１株当たり配当額 20円
・基準日 平成23年３月31日
・効力発生日 平成23年６月23日

ロ．平成23年11月４日開催の取締役会決議による配当に関する事項
・配当金の総額 1,150百万円
・１株当たり配当額 10円
・基準日 平成23年９月30日
・効力発生日 平成23年12月５日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの
平成24年５月18日開催の取締役会において次のとおり決議いたしました。
・配当金の総額 2,301百万円
・１株当たり配当額 20円
・配当の原資 利益剰余金
・基準日 平成24年３月31日
・効力発生日 平成24年６月５日
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(3) 当連結会計年度末日における新株予約権に関する事項
①　新株予約権

　
平成19年11月19日取締役会決議
による第４回新株予約権　

平成19年11月19日取締役会決議
による第５回新株予約権　

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 250,000株 532,000株

新 株 予 約 権 の 残 高 2,500個 5,320個

　
平成20年７月31日取締役会決議
による2008年８月新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）

平成21年９月29日取締役会決議
による2009年10月新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 19,800株 57,000株

新 株 予 約 権 の 残 高 198個 570個

　
平成21年12月25日取締役会決議
による2010年１月新株予約権
（ストックオプション）

平成22年７月29日取締役会決議
による2010年８月新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）

目的となる株式の種類 普通株式 普通株式

目 的 と な る 株 式 の 数 130,000株 77,000株

新 株 予 約 権 の 残 高 1,300個 770個

　
平成23年６月22日取締役会決議
による2011年７月新株予約権

（株式報酬型ストックオプション）
－　

目的となる株式の種類 普通株式 －　

目 的 と な る 株 式 の 数 87,000株 －　

新 株 予 約 権 の 残 高 870個 －　

（注）権利行使期間の初日が到来していないものを除いております。
　

②　その他の新株予約権
　　平成22年１月18日開催の取締役会決議に基づく2015年満期ユーロ円建転換社債型新株予約
権付社債（平成24年３月31日現在）

新 株 予 約 権 の 数
目的である株式の
種 類 及 び 数

新株予約権行使時の
１株当たり払込金額

行 使 期 間

35,000個
普通株式

14,000,000株
2,500円

平成22年２月19日から
平成27年１月20日まで
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６．金融商品に関する注記
(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については預金等市場リスクのない商品に限定し、社債の発行及び
金融機関からの借入により資金を調達しております。受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リス
クに関しては、各グループ会社の販売管理規程に従い取引先ごとの期日管理及び残高管理を行い、
リスク低減を図っております。
　投資有価証券は、上場株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っております。
　差入保証金に係る取引先の信用リスクは、取引先の信用状況を継続的にモニターすることによ
り、リスク低減を図っております。なお、差入保証金は、主に本社及び事業所の社屋の賃借に伴
う差入保証金であります。
　支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日の営業債務であります。支払手形、買掛金、並び
に未払法人税等に関する決済時の流動性リスクは、毎月資金繰計画を見直す等の方法によりリス
クを回避しております。
　短期借入金は、短期的な事業資金に充当するものであります。
　社債は、2015年満期ユーロ円建転換社債型新株予約権付社債であります。

　
(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおり
であります。

　 　 　 （単位：百万円）

　
連結貸借対照表

計上額
時価 差額

(1)現金及び預金 111,495 111,495 －

(2)受取手形及び売掛金 18,431 　 　

貸倒引当金(＊) △123 　 　

受取手形及び売掛金（純額） 18,307 18,307 －

(3)未収還付法人税等 6,396 6,396 －

(4)投資有価証券 549 549 －

(5)差入保証金 12,785 　 　

貸倒引当金(＊) △526 　 　

差入保証金（純額） 12,259 11,614 △645

(6)支払手形及び買掛金 9,220 9,220 －

(7)短期借入金 5,253 5,253 －

(8)未払法人税等 4,034 4,034 －

(9)社債 35,000 36,452 1,452

（＊）受取手形及び売掛金・差入保証金に対応する貸倒引当金を控除しております。
　　
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

(1)現金及び預金、(2)受取手形及び売掛金、並びに(3)未収還付法人税等
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。
(4)投資有価証券

投資有価証券は上場株式であり、時価は取引所の価格によっております。
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(5)差入保証金
これらの時価は、差入額を返還までの期間及び差入先の信用リスクを加味した利率で割

り引いた現在価値により算定しております。
(6)支払手形及び買掛金、(7)短期借入金、並びに(8)未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価
額によっております。

(9)社債
当社の発行する社債の時価は、取引金融機関から提示された価格によっております。　

２．非上場株式（連結貸借対照表計上額49百万円）は、市場価格がなく、かつ将来キャッシ
ュ・フローを見積もることなどができず、時価を把握することが極めて困難と認められる
ため「(4)投資有価証券」には含めておりません。

　
７．賃貸等不動産に関する注記
　開示すべき重要な事項はありません。

　
８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 1,177円87銭

(2) １株当たり当期純利益 52円66銭

　
９．重要な後発事象に関する注記
　該当事項はありません。
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10．その他の注記
(1) 減損損失

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上してお
ります。

場所 用途 種類 減損損失

　 　 　 （百万円）

東京都渋谷区　　 遊休資産 電話加入権 6

東京都渋谷区他 処分予定資産 アミューズメント機器 23

大阪府守口市 処分予定資産 建物 58

神奈川県海老名市他

　　　　　

アミューズメント機

器製造販売　　　

　　

工具器具備品 23

その他（有形固定資産） 9

長期前払費用 0

賃貸借取引の所有権移転外フ

ァイナンスリース
9

合計 　 　 130

アミューズメント事業では直営店・レンタル店・機器製造販売等の個々の事業部をグルーピン
グの単位とし、その他の事業では事業の関連性によるグルーピングを行っております。事業の用
に供していない遊休資産及び処分予定資産については、これらとは別に個々にグルーピングして
おります。
上表のうち、遊休資産に関しては帳簿価額に対して市場価額が著しく下落し、かつ、今後の使

用見込みが未確定なものである為、回収可能価額まで帳簿価額を引き下げております。処分予定
資産に関しては、回収可能価額が帳簿価額に満たないものであり、当該回収可能価額まで帳簿価
額を引き下げております。なお、回収可能価額の算定にあたっては主として正味売却価額により
測定しており、合理的に算定された市場価格等に基づき算定しております。 

　
(2) コンテンツ等廃棄損

市場性をより厳密に見直して開発を中止したアミューズメント事業の機器に関するものであり
ます。
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(3) 追加情報
（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）
当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変
更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４
日）を適用しております。
　

（法人税率の変更等による影響）
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財
源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24
年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われ
ることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率
は従来の40.70％から、平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開始す
る連結会計年度に解消が見込まれる一時差異等については38.01％に、平成27年４月１日に開始す
る連結会計年度以降に解消が見込まれる一時差異については35.64％となります。
この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は495百万円

減少し、法人税等調整額は、504百万円増加しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

①　子会社及び関連会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

　

(2) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物（建物附属設備は除く）については、定額

法によっております。

　 主な耐用年数は以下のとおりであります。

　 建物　　　　　　　50年

　 建物附属設備　10～20年

　

(3) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

②　賞与引当金 従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負

担すべき支給見込額を計上しております。

③　退職給付引当金 従業員及び執行役員の退職給付に備えるため、当事業年度

末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。数理計算上の差異は、発生の翌事業年度に一括費用処

理することとしております。過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１年）に

よる按分額を費用処理しております。

④　役員退職引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、当社の内規に基づ

く事業年度末要支給額を計上しております。

　 　

(4) その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており

ます。
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２．貸借対照表に関する注記　

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 556百万円
　
(2) 偶発債務

当社は、連結子会社であるSQUARE ENIX，INC．のSONY COMPUTER ENTERTAINMENT AMERICA INC．
に対する一切の債務につき、15百万米ドルを上限とする根保証を行っております。なお、平成24
年３月末現在発生している債務はありません。

　
当社は、連結子会社であるSQUARE ENIX LTD．のSonopress GmbHに対する金銭債務につき、４百

万ユーロを上限とする根保証を行っております。なお、平成24年３月末現在発生している債務は
0百万ポンドであります。

　
当社は、連結子会社であるSQUARE ENIX OF EUROPE HOLDINGS LTD.の株式会社みずほコーポレー

ト銀行からの借入につき、20百万ポンドを上限とする根保証を行っております。なお、平成24年
３月末現在発生している債務はありません。
　
当社は、連結子会社であるSQUARE ENIX OF EUROPE HOLDINGS LTD.のSUMITOMO MITSUI BANKING

CORPORATION EUROPE LIMITEDからの借入につき、40百万ポンドを上限とする根保証を行っており
ます。なお、平成24年３月末現在発生している債務は40百万ポンドであります。

　
当社は、連結子会社であるSQUARE ENIX LTD．等のSONY COMPUTER ENTERTAINMENT EUROPE LTD．

他１社に対する一切の債務につき、保証を行っております。なお、平成24年３月末現在発生して
いる債務は１百万ユーロであります。

　
当社は、連結子会社である株式会社タイトーの株式会社三菱東京UFJ銀行との銀行取引に関する

一切の債務につき、820百万円を上限とする根保証を行っております。なお、平成24年３月末現在
発生している債務は、46百万円であります。

　
当社は、連結子会社である株式会社タイトーの芙蓉総合リース株式会社に対するアミューズメ

ント機器のオペレーティング・リース取引に係る債務について保証を行っております。なお、平
成24年３月末現在発生している債務は、298百万円であります。

　
当社は、連結子会社である株式会社タイトーの三菱UFJファクター株式会社との一括決済システ

ムに係る一切の債務につき、4,000百万円を上限とする根保証を行っております。なお、平成24年
３月末現在発生している債務は、1,676百万円であります。
　

(3) 関係会社に対する金銭債権及び債務は次のとおりであります。

（区分掲記されているものを除く）

①　短期金銭債権 551百万円

②　長期金銭債権 5百万円

③　短期金銭債務 48百万円

④　長期金銭債務 1,163百万円
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３．損益計算書に関する注記　

関係会社との取引高

①　営業収入 1,526百万円

②　営業費用 24百万円

③　営業取引以外の取引高 187百万円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普通株式 299千株 1千株 0千株 301千株

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加分であります。
自己株式の数の減少は、単元未満株式の売渡しによる減少分であります。

　

５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、会社分割に伴う子会社株式に係る一時差異であります。

　

６．リースにより使用する固定資産に関する注記

開示すべき重要な事項はありません。

　

７．関連当事者との取引に関する注記

（１）役員及び個人主要株主等

該当事項はありません。

　

（２）子会社等

属性 会社等の名称
資本金又

は出資金

議決権等

の 所 有

(被所有)

割合(％)

関係

内容
取引の内容

取引金額

(百万円)
科目

期末残高

(百万円)役員の

兼任等

子会社 ㈱タイトー　 1,500

百万円

100 有り 資金の返済 2,417 関係会社長期貸付金 －

貸付金の利息 17

子会社　 ㈱スクウェ

ア・エニック

ス　

1,500

百万円

100

　

有り 資金の返済 10,842 関係会社長期貸付金 12,000

貸付金の利息 166 　 　

ロイヤリティ収入等 1,396 　 　

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
子会社との取引については、一般取引と同様、市場価格等に基づき交渉の上、決定しておりま
す。
また、資金の貸付については、市場金利を基準として個別に決定した利率を適用しております。
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８．１株当たり情報に関する注記　

（１）１株当たり純資産額 1,063円67銭

（２）１株当たり当期純損失 2円24銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。

　

10．連結配当規制適用会社に関する注記

該当事項はありません。

　

11．その他の注記

追加情報

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用）

当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更

及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４

日）を適用しております。

　

（法人税率の変更等による影響）

「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」

（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財

源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24

年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われる

こととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用する法定実効税率

は従来の40.70％から、平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事

業年度に解消が見込まれる一時差異等については38.01％に、平成27年４月１日に開始する事業年

度以降に解消が見込まれる一時差異については35.64％となります。

この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は422百万円

減少し、法人税等調整額は、431百万円増加しております。　




